[bookmark: _Hlk37257696][bookmark: _Hlk193877091]別記様式第１号（第６関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和７年度林業従事者等確保緊急支援対策のうち
地域間・産業間連携労働力確保事業（補正予算第１号）

交 付 申 請 書

（文書番号がない場合には削除）
番　　　　号
令和　８年　　月　　日
一般社団法人 全国林業改良普及協会
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　 殿

所　在　地		　
申請者　経営体等名	　
代表者氏名	　


地域間・産業間連携労働力確保事業について、下記のとおり実施したいので、
助成金　円の交付を申請します。

記

１．助成事業を実施する　（注１）として、公募要領に定める交付申請資格を満たしています。
２．公募要領に記載された応募条件を全て理解の上で、交付申請書を提出します。
３．事業の実施内容及び計画等は以下のとおりです。
・事業計画書
・添付書類
（１）申請認定事業主等の概要資料
（２）助成対象条件等確認資料
（３）経費の積算根拠の確認のために必要な見積書等
（４）振込先情報
・農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）
事業者向けチェックシート	
　・環境負荷低減チェックシート


（注１）には、認定事業主あるいは選定経営体、若しくはその双方であることを明記すること。

[bookmark: _Hlk192872424]

事業計画書
１.交付申請者の概要
	経営体名
	　

	代 表 者
	　

	所 在 地
	住　所
	〒　
　　

	
	TEL/FAX
	　 / 　

	主な
事業内容
	　

	担 当 者
	事業実施
担当者
	役職
	　　

	
	
	氏名
	　　

	
	
	Ｅ-mail
	　　




２.事業の内容及び計画　　　　　　　　　　　
　　（以下、該当するものに記載すること。未定の場合は「未定」と記載のこと）
（1） 地域間連携の事業内容と、期待される公益性に資する効果
地域外からの現場従事者の受け入れ
	①受入経営体（申請経営体）の名称
	　

	②受入経営体（申請経営体）の住所
	　

	③契約の種類（請負契約・在籍型出向契約）
	　

	④事業内容
	

	⑤対象となる事業実施期間
	自：令和　　年　　月　　日
至：令和　　年　　月　　日

	⑥受入人数
	　人

	⑦送り出し経営体の名称及び所在地
	送り出し経営体の名称：　
所在地：　

（※以下、宿泊する場合のみ記載）
林業経営体の主たる事務所間の距離（路程）：　㎞

	⑧対象となる事業地
	（都道府県、市区町村名を明記すること）
　

	⑨受入従事者の宿泊先の名称・住所
	　

	⑩期待される公益性等の効果
	（例：花粉発生減対策、造林未済地対策、山火事対策など）
　


（２）	産業間連携の事業内容と、期待される公益性に資する効果
１）安全講習＜研修会自主開催の場合＞
	①研修会名
	　

	②開催日時
	　

	③開催場所
	　

	④講師氏名・所属
	　

	⑤研修サポート氏名・所属
	　

	⑥受講者数
	　

	⑦研修会の概要
（複数回開催する場合は、開催回ごとに記載する。研修の詳細は未定であっても極力、判る範囲で具体的に記載すること）
	　

	⑧期待される公益性等の効果
	（例：花粉発生減対策、造林未済地対策、山火事対策など）
　



２）安全講習＜外部研修会受講の場合＞
	①研修会名
	　

	②開催日時
	　

	③開催場所
	　

	④研修主催者
	　

	⑤受講者数
	　

	⑥研修会の概要
（複数回開催する場合は、開催回ごとに記載する。研修の詳細は未定であっても極力、判る範囲で具体的に記載すること）
	　

	⑦期待される公益性等の効果
	（例：花粉発生減対策、造林未済地対策、山火事対策など）
　




[bookmark: _Hlk163649109]３　事業費及び負担区分　（各事業について総額を記載のこと）
	区分
	事業の区分
	事業費
(Ａ+Ｂ)
	負担区分
	備　考

	
	
	
	助成金
(Ａ)
	自己負担(Ｂ)
	

	地域間・産業間連携労働力確保事業
	・地域間連携
	　円
	　円
	　円
	申請書に基づき算出した額(税込)に　　　100/110を乗じた税抜き額

	
	・産業間連携

　　自主開催

　　外部研修
	　円
	　円
	　円
	申請書に基づき算出した額(税込)に100/110を乗じた税抜き額

	計
	　円　
	　円　
	　円　
	　


[bookmark: _Hlk163649139]注）助成金の額は、助成の対象となる事業費について助成金交付規程別表２の「助成の上限」を踏まえて計画すること。自己負担は事業額から助成金を減じた額。

４　収支予算 
（１）収入の部

	区　　分
	予　算　額
	備　　　　　考

	
	
	

	全林協助成金
	　円
	申請書に基づき算出した額（税込）に100/110を乗じた税抜き額

	申請者負担金
	　円
	

	　計
	　円
	





（２）支出の部
	区分
	経費
	金額（円）
	内訳（積算根拠）

	地域間連携
	旅　費
	　　
	車賃

	　円

	
	
	
	交通費
	　円

	
	
	
	宿泊費
	　円

	
	
	
	日当
	　円

	
	計
	　　
	
	

	産業間連携
	研修会自主開催
	技術者給
	　　
	　
	

	
	
	謝　金
	　　
	　
	

	
	
	旅　費
	　　
	車賃
	　円

	
	
	
	
	交通費
	　円

	
	
	
	
	交通費は「講師・研修サポート」と「受講者」とそれぞれ分けて積算してください

	
	
	
	
	宿泊費
	　円

	
	
	
	
	日当
	　円

	
	
	需用費
	　　
	需要費：消耗品、印刷製本等

	
	
	使用料及び賃借料
	　　
	　
	

	
	
	小　計
	　　
	
	

	
	外部研修会への参加
	旅　費
	　　
	車賃
	　円

	
	
	
	
	交通費
	(受講者)
	　　 　円

	
	
	
	
	宿泊費
	　円

	
	
	
	
	日当
	　円

	
	
	需用費
	　　
	需要費：研修会参加費、資料購入費等

	
	
	小計
	　　
	
	

	計
	　　
	　
	

	総合計
	　　
	　
	



（注１）経費ごとに具体的な内訳（単価×人工数、単価×個数など）を内訳欄に記載する。
[bookmark: _Hlk163649200]
[bookmark: _Hlk160723385]
５　事業の完了予定年月日　　令和　　年　　月　　日
（事業の完了等により、「実績報告書」等の提出が可能と予想される月日）
[bookmark: _Hlk164192094]

[bookmark: _Hlk162537328][bookmark: _Hlk192162527]（３）交付申請時に提出する書類
①申請認定事業主等の概要資料
・登記簿謄本（申請時の3カ月以内に発行。写し）、パンフレット等。
・認定事業主等であることを証する書類（認定事業主の場合は、都道府県知事が改善計画を認定した「認定通知書」等の写し）
②助成対象条件等確認資料
　＜地域間連携＞
　・宿泊の場合は、送り出し経営体から事業地までの距離（60㎞以上）の証明資料（距離・経路の算出根拠として経路検索結果（Googleマップなど）
＜産業間連携＞
・受講予定者名簿（別記様式第１号「交付申請書」別紙２に氏名、年齢、職業を記載。なお、職業については主たる職業が林業以外であることが必要）
・研修会の内容が具体的に把握できる資料を添付。自主研修の場合は研修会カリキュラム、研外部研修の場合は研修会資料等。
※「スギ人工林伐採重点区域」を含む市区町村数が過半を占めている対象経営体の場合＜地域間連携＞および＜産業間連携＞において、申請者の令和８年度（令和９年２月12日まで）に事業（伐採・造林）を計画している全市区町村数のうち、都道府県知事が設定する「スギ人工林伐採重点区域」を含む市区町村数が過半を占めている対象経営体として申請する場合は、それを確認するための資料として「別記様式第１号「交付申請書」別紙１」を提出すること。
③経費の積算根拠の確認資料
＜地域間連携＞
・公共交通機関利用の場合は、移動区間内容（別記様式第１号「交付申請書」別紙３）
・自動車利用の場合は、移動区間内容（別記様式第１号「交付申請書」別紙３）と申請時用地域間連携助成対象事業従事者日報（予定）（別記様式第１号「交付申請書」別紙４）
・宿舎借上げの場合は、借上げる物件が宿舎として適切であることを明らかにするための貸主の不動産賃貸業の開業届（写し）等と借上げの見積書（借上げ期間が明記されたもの）
＜産業間連携＞
・会場費、資料印刷費等の見積書（研修会自主開催の場合）
・交付申請者の謝金等の内規（研修会自主開催において、講師及び研修会サポートに技術者給・謝礼が支払われる場合）
・研修会の開催地と受講費が分かるもの（外部研修会受講の場合）
④農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）事業者向けチェックシート 
[bookmark: _Hlk161831118]⑤環境負荷低減チェックシート（民間事業者向け）

[bookmark: _Hlk164864316][bookmark: _Hlk161674895]別紙１
令和８年度　事業予定市区町村一覧
	経営体名
	　

	代 表 者
	　

	所 在 地
	住　所
	〒　
　　

	
	TEL/FAX
	　　 / 　

	令和８年度事業予定市区町村名・スギ人工林伐採重点区域を含む市区町村数の割合

	＜事業の予定がある市区町村名＞
令和８年度（令和９年２月12日まで）の事業の予定がある全市区町村名を記入して下さい。なお、ここでいう事業とは、伐採・造林の事業を指します。
	・　
	・　

	・　
	・　

	・　
	・　

	・　
	・　



●事業予定がある全市区町村数：　（Ａ）

うち、●スギ人工林伐採重点区域を含む市区町村数：　（Ｂ）

事業の予定がある全市区町村数（Ａ）のうち、スギ人工林伐採重点区域を含む市区町村数（Ｂ）が占める割合
（Ｂ）／（Ａ）＝　　　　　　　％


	担 当 者
	事業実施
担当者
	役職
	　　

	
	
	氏名
	　　

	
	
	Ｅ-mail
	　　





[bookmark: _Hlk163556374]別紙２　
産業間連携　研修会受講予定者名簿
１．開催日時：令和　年　月　日、場所：　
	番号
	参加者氏名
	年齢
	主たる職業
（林業を本業としない）
	備考

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　



２．開催日時：令和　年　月　日、場所：　
	番号
	参加者氏名
	年齢
	主たる職業
（林業を本業としない）
	備考

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　




別紙３
地域間連携　移動区間の内容
公共交通機関利用の場合
	日付
	起点
（送り出し側の林業経営体の主たる事務所もしくは宿泊施設）
	終点
（事業地もしくは宿泊施設)
	利用する交通機関
（例：バス、私鉄、ＪＲ、航空機）
	人数

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　


自動車利用の場合
	日付
	起点
（送り出し側の林業経営体の主たる事務所もしくは宿泊施設）
	終点
（事業地(市区町村名～大字）
または宿泊施設)
	距離（km）
	人数

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　


（注１）公共交通機関と車の双方を利用する場合は、上記２種類の表を使って記入すること。
（注２）同一経路による移動を繰り返す場合は、該当する日と日数を欄内にまとめて記載することができる。
（注３）自動車利用の場合の「人数」は運転をする者の人数（同乗者は含まない）。


	農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）　
事業者向け　チェックシート
令和３年２月26日
林野庁

	業者名
	　

	記入者　役職・氏名
	　

	業種
（○を付ける。複数選択可）
	素材生産／造林・保育／その他（　　　　　　）

	雇用労働者の有無
	有　／　無

	記入日
	令和　　年　　月　　日

	現在の取組状況をご記入下さい。

	

	具体的な事項
	○:実施 
×:実施していない
△:今後、実施予定
－:該当しない　　　

	1
	作業安全確保のために必要な対策を講じる
	

	1-(1)
	人的対応力の向上
	

	1-(1)-①
	作業事故防止に向けた方針を表明し、具体的な目標を設定する。
	選択
	1-(1)-② 
	知識、経験等を踏まえて、安全対策の責任者や担当者を選任する。
	選択
	1-(1)-③
	作業安全に関する研修・教育等を受ける。また、作業安全に関する最新の知見や情報の幅広い収集に努める。
	選択
	1-(1)-④
	適切な技能や免許等が必要な業務には、有資格者を就かせる。
	選択
	1-(1)-⑤
	職場での朝礼や定期的な集会等により、作業の計画や安全意識を周知・徹底する。
	選択
	1-(1)-⑥
	安全対策の推進に向け、従事者の提案を促す。
	選択
	1-(2)
	作業安全のためのルールや手順の順守
	

	1-(2)-①
	関係法令等を遵守する。
	選択
	具体的な事項
	○:実施 
×:実施していない
△:今後、実施予定
－:該当しない　　　

	1-(2)-②
	高性能林業機械やチェーンソー等、資機材等の使用に当たっては、取扱説明書の確認等を通じて適切な使用方法を理解する。
	選択
	1-(2)-③
	作業に応じ、安全に配慮した服装や保護具等を着用する。
	選択
	1-(2)-④
	日常的な確認や健康診断、ストレスチェック等により、健康状態の管理を行う。
	選択
	1-(2)-⑤
	作業中に必要な休憩をとる。また、暑熱環境下では水分や塩分を摂取する。
	選択
	1-(2)-⑥
	作業安全対策に知見のある第三者等によるチェック及び指導を受ける。
	選択
	1-(3)
	資機材、設備等の安全性の確保
	

	1-(3)-①
	燃料や薬剤など危険性・有害性のある資材は、適切に保管し、安全に取り扱う。
	選択
	1-(3)-②
	機械や刃物等の日常点検・整備・保管を適切に行う。
	選択
	1-(3)-③
	資機材、設備等を導入・更新する際には、可能な限り安全に配慮したものを選択する。
	選択
	1-(4)
	作業環境の改善
	

	1-(4)-①
	職場や個人の状況に応じ、適切な作業分担を行う。また、日々の健康状態に応じて適切に分担を変更する。
	選択
	1-(4)-②
	高齢者を雇用する場合は、高齢者に配慮した作業環境の整備、作業管理を行う。
	選択
	1-(4)-③
	安全な作業手順、作業動作、機械・器具の使用方法等を明文化又は可視化し、全ての従事者が見ることができるようにする。
	選択
	1-(4)-④
	現場の危険箇所を予め特定し、改善・整備や注意喚起を行う。
	選択
	1-(4)-⑤
	４Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃）活動を行う。
	選択
	1-(5)
	事故事例やヒヤリ・ハット事例などの情報の分析と活用
	

	具体的な事項
	○:実施 
×:実施していない
△:今後、実施予定
－:該当しない　　　

	1-(5)-①
	行政等への報告義務のない軽微な負傷を含む事故事例やヒヤリ・ハット事例を積極的に収集・分析・共有し、再発防止策を講じるとともに危険予知能力を高める。
	選択
	1-(5)-②
	実施した作業安全対策の内容を記録する。
	選択
	2
	事故発生時に備える
	

	2-(1)
	労災保険への加入等、補償措置の確保
	

	2-(1)-①
	経営者や家族従事者を含めて、労災保険やその他の補償措置を講じる。
	選択
	2-(2)
	事故後の速やかな対応策、再発防止策の検討と実施
	

	2-(2)-①
	事故が発生した場合の対応（救護・搬送、連絡、その後の調査、労基署への届出、再発防止策の策定等）の手順を明文化する。
	選択
	2-(3)
	事故時の事業継続のための備え
	

	2-(3)-①
	事故により従事者が作業に従事ができなくなった場合等に事業が継続できるよう、あらかじめ方策を検討する。
	選択




	環境負荷低減チェックシート（民間事業者向け）

	事業実施主体名
	　

	提出時期
	申請時（します）☐
	報告時（しました）☐

	記入日
	令和
	　年
	　月
	　日




	
	チェック
	（１）適正な防除

	①
	☐
	※農薬を使用する場合（該当しない ☐）
農薬の適正な使用・保管

	②
	☐
	※農薬を使用する場合（該当しない ☐）
農薬の使用状況等の記録・保存



	
	チェック
	（２）エネルギーの節約

	①
	☐
	オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・保存に努める

	②
	☐
	省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないこと（照明、空調、ウォームビズ・クールビズ、燃費効率のよい機械の利用等）を検討

	③
	☐
	環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討



	
	チェック
	（３）環境関係法令の遵守等

	①
	☐
	みどりの食料システム戦略の理解

	②
	☐
	法令関係の遵守

	③
	☐
	環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める

	④
	☐
	※機械等を扱う事業者である場合（該当しない☐）
機械等の適切な整備と管理に努める

	⑤
	☐
	正しい知識に基づく作業安全に努める



注：（３）の④に該当しない場合は、「該当しない」にチェックをすることとし、当該項目の各取組のチェック欄へのチェックは要しない。



別記様式第10号（第６関係）



誓　約　書




　（助成交付申請者）は、一般社団法人 全国林業改良普及協会（以下、全林協）が実施する地域間・産業間連携労働力確保事業による助成を受けるに当たって、以下のことを誓います。


① 交付規程及び公募要領に定める助成対象事業の条件を満たすとともに、それぞれで定められている規定を遵守します。
② 交付申請書及び実績報告書等、全林協に提出する書類等は、事実に忠実に記載します。
③ ①及び②について、それを証明する資料について全林協から要請があれば提出します。
④ 森林関係法令の違反等不適切な行為を行いません。





令和　　年　　月　　日

一般社団法人 全国林業改良普及協会
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　 殿



所　在　地		　
申請者　経営体等名	　
代表者氏名	　
2


1     別記様式第１号（第６ 関係）                          令和７年度林業従事者等確保緊急支援対策のうち   地域間・産業間連携労働力確保事業 （補正予算第１号）     交   付   申   請   書     （文書番号がない場合には削除）   番      号   令和   ８ 年     月     日   一般社団法人   全国林業改良普及協会   会    長         西     場     信     行     殿     所   在   地       申請者   経営体等名       代表者氏名           地域間・産業間連携労働力確保事業について、下記のとおり実施したいので、   助 成 金   円の交付 を申請します。     記     １．助成事業を実 施する   （注１） として、公募要領に定める交付申請資格を満たしていま す。   ２．公募要領に記載された応募条件を全て理解の上で、交付申請書を提出します。   ３．事業の実施内容及び計画等は以下のとおりです。   ・事業計画書   ・添付書類   （１）申請認定事業主等の概要資料   （２）助成対象条件等確認資料   （３）経費の積算根拠の確認のために必要な見積書等   （４）振込先情報   ・農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）   事業者向けチェックシート     ・環境負荷低減チェックシート       （注１）には、認定事業主あるいは選定経営体、若しくはその双方であることを明記する こと。        

